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サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案第 3 号（サステナビリティ開示ユニバーサル基準の改正案）「サステナビリテ

ィ開示基準の適用（案）」、サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 4 号（サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号の

改正案）「一般開示基準（案）」、サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 5 号（サステナビリティ開示テーマ別基準第 2

号の改正案）「気候関連開示基準（案）」に対するコメント 

 
1. コメントの対象となる公表物の名称及び公表時期 

サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、2025 年 12 月 11 日に ISSB より公表された「温室効果ガス排出の開示に対す

る修正―IFRS S2 号に対する修正」及び「『温室効果ガス排出の開示に対する修正』と整合した結果的修正―『SASBスタンダード』に対する修

正」への対応として、2025 年 12月 15 日に、「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」として、次の 3つの公開草案（以下あわせて「本公開

草案」という。）を公表した。 

 サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案第 3 号（サステナビリティ開示ユニバーサル基準の改正案）「サステナビリティ開示基

準の適用（案）」（以下「適用基準改正案」という。） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 4 号（サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号の改正案）「一般開示基準（案）」 

 サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 5 号（サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号の改正案）「気候関連開示基準（案）」

（以下「気候基準改正案」という。） 

 

2. コメント募集期間 

 2025年12月15日から2026年1月28日 

  



 2/23 
 

3. 公開草案を踏まえた公表物の名称及び公表時期 

 サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」（2026年 3月 13 日公表） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号「一般開示基準」（2026年 3 月 13 日公表） 

 サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」（2026 年 3 月 13 日公表）（以下「気候基準」という。） 

 

 

4. 用語の定義 

本資料では、次の省略定義を用いている。 

省略定義 省略前 

SSBJ サステナビリティ基準委員会 

SSBJ 基準 サステナビリティ開示基準 

ISSB 国際サステナビリティ基準審議会 

ISSB 基準 IFRS サステナビリティ開示基準 

IFRS S1 号 IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」 

IFRS S2 号 IFRS S2 号「気候関連開示」 

GHG プロトコル（2004 年） 温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年） 

温対法 地球温暖化対策の推進に関する法律 

SHK 制度 温対法における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」 

PCAF 金融機関向け炭素会計パートナーシップ（Partnership for Carbon Accounting Financials） 

GICS 世界産業分類基準 
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5. コメント提出者一覧（到着順） 

 

 提出者名 

1 EY 新日本有限責任監査法人 

2 竹村 純也 

3 梶原 太一 

4 PwC Japan 有限責任監査法人 

5 一般社団法人 生命保険協会 

6 一般社団法人全国銀行協会 

7 日本証券業協会 

8 三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社 

9 一般社団法人 日本損害保険協会 
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6. コメントの概要とその対応 

以下は、コメントの概要と当委員会のそれらに対応するコメントです。 

「コメントの概要」には、主なものを記載していますが、以下に記載されていないコメントについても、当委員会で分析を行っています。 

 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 
質問 1 （改正にあたっての方針に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 
1) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

同 上 弊社は本公開草案の方針に同意いたします。SSBJの基本方針である、グローバル基準と

の整合性確保のため「SSBJ基準がISSB基準と機能的に整合していることを維持する」こと

は、投資家にとっても、日本企業の開示内容についてグローバル基準における比較可能性

を担保することにつながるため、投資家にとっても有益な改正であると考えます。また、

企業価値向上の観点で、企業の活動法域や負担を考慮することが必要だと考えており、こ

うした観点も反映されていることも、有益と考えます。 

同 上 

同 上 ・同意する。 

・本公開草案では、SSBJ 基準が ISSB 基準と機能的に整合していることを維持するため

に、原則として ISSB 基準の要求事項をすべて取り入れることを提案している。この結果、

開示情報の国際的な比較可能性が維持されている点を歓迎する。 

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

質問 2 （本公開草案の主な内容に関する質問） 

（スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出の測定及び開示に対するコメント） 

1) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

本公開草案のうち、証券会社の業務に関わるスコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス

排出の測定及び開示の義務を投融資にかかるファイナンスド・エミッションに限定するこ

とに賛成する。 

証券会社は有価証券の引受業務等を行っているが、ファシリテーションにかかる排出

（Facilitated emissions）の考え方は、企業及び投資家のコンセンサスとして資本市場

に十分浸透していないと認識している 1。また、証券会社が行うその他の様々な金融活動

（デリバティブ取引や M&A アドバイザリー業務を含む）は、SSBJ の気候関連開示基準が

参照する「温室効果ガスプロトコルのコーポレート・バリュー・チェーン（スコープ 3）

基準（2011年）」におけるスコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出の任意の開示（オ

プション）に該当する可能性があるが、それらに関する排出については算定手法が未だ確

立しておらず、これらの取引が温室効果ガス排出の活動と如何なる繋がりを持つか資本市

場において十分議論されていないと認識している。各国が ISSB 基準と整合する開示基準

の策定を進め、企業が開示の導入途上にある中で、まずは投融資にかかるファイナンス

ド・エミッションの開示を優先すべきと考える。 

 
1 ファシリテーションにかかる排出（Facilitated emissions）について、2024年 3 月にバー

ゼル銀行監督委員会向けに提出した本協会の意見書では、資本市場業務が金融機関の健全性

を脅かす移行リスクをもたらす可能性があることについての根拠が示されていないと述べた。 

日本証券業協会 バーゼル銀行監督委員会市中協議文書「気候関連金融リスクの開示（市中

協議文書）」に対する意見について 

https://www.jsda.or.jp/about/teigen/iken/files/bcbs_climateriskdisclosure_jsdacom

ment_jp.pdf 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

なお、2025年 6 月 13 日にバーゼル銀行監督委員会が公表した、各国が任意適用する気候関

連財務リスクに関する開示のフレームワークでは、ファシリテーションにかかる排出

（Facilitated emissions）の開示要求は削除された。 

Basel Committee publishes framework for voluntary disclosure of climate-related 

financial risks 

https://www.bis.org/press/p250613.htm 

同 上 今まで明確でなかったファイナンスド・エミッション、ファシリテーションに係る排出、

保険に係る排出、デリバティブに係る排出とスコープ 3 カテゴリー15 の定義を明確にし

た点、賛同いたします。 

投資家としては、マテリアルであるならば、スコープ 3 カテゴリー15 に属する全ての

排出を計算することが望ましいものの、現時点では、ファイナンスド・エミッションに限

定することは、計測の範囲の明確化という意味で実務上の観点から適切であり、開示対象

となるファイナンスド・エミッションの小計開示の義務化は除外した金融活動等（含むデ

リバティブ）の説明を求めることも合わせれば、最終的には透明性は担保されるため、本

改正案を支持します。 

本案をより実効的にする観点で、ファイナンスド・エミッションの増減は金融機関の投

融資額の増減と投融資先企業の排出量の増減に起因しますところ、開示物においてどちら

の要因で増減したかといった要因分析に係る説明も併せて重要であると考えます。 

同 上 

同 上 ・同意する。 

・ISSB「IFRS S2 号の修正」で追加された 29A(a)および 29A(b)（保険引受に関連するス

コープ 3 カテゴリー15 の GHG 排出量の測定および開示の免除）について、弊会はこれら

の追加に賛成する意見を ISSB に提出してきた経緯がある。今回の SSBJ 本公開草案にお

いても、これらの内容が反映されていることを歓迎する。 

同 上 

2) スコープ 3

カテゴリー15

意見： 左記のコメントのうち(1)から(3)につ

いて、(1)及び(2)はスコープ 3 カテゴリー
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

の温室効果ガ

ス排出の測定

及び開示に関

する定めを明

確化すべきで

ある。 

サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 5 号（気候関連開示基準）第 56-2 項に

おいて、ファイナンスド・エミッション以外の温室効果ガス排出、デリバティブに係る温

室効果ガス排出を、スコープ 3 カテゴリー15 から除外することが明確化されたことにつ

いては同意する。ただし、開示すべき内容の分かりやすさの観点から、以下の修文を提案

する。 

(1) 第 56-2 項のまた書きにおける、「含めることとした金融活動に関連するデリバティ

ブ」は、第 56-2 項の前段の「除外することができる」を適用せず、除外しなかった

金融活動を指すものとも考えられるため、「除外しなかった＝含めることとした」と

いう点を明確化していただきたい。 

(2) 「含めることとした金融活動に関連するデリバティブ」における、「関連する」の意

味は、金融活動に「紐付く」の意味であるが、「関連する」では意味が分かりにくい。

また、「含めることとした」の対象が、デリバティブではなく、金融活動であること

を明確化していただきたい。 

(3) 第 56-3 項のまた書きにおける、「除外したデリバティブに関連する金融活動」につ

いて、除外したのはデリバティブであり、説明すべきは金融活動であることを明確

化していただきたい。ただし、BC149-5 項では、「除外したデリバティブについての

説明」としており、第 56-3 項のまた書きに合わせることを提案する。 

(4) 現時点では、ファイナンスド・エミッションに含むべきデリバティブの定義が不明

確であるため、除外したデリバティブを区分して説明することは困難である。実務

的にはすべてのデリバティブを除外していることを開示するのが現実的と考えられ

る。この点を踏まえ、ISSB とともにさらなる基準の明確化を期待したい。 

(5) なお、今回の気候関連開示基準改正案は、2025年 12 月公表の IFRS S2号の修正にお

ける要求事項と整合する定めを取り入れることとしているが、2025 年 12 月発行の

PCAF Part A 第 3 版（35頁）では、“not create debt or equity exposure”のデリ

15 に含める温室効果ガス排出の範囲に関

する定めについてのコメント、(3)はスコ

ープ 3 カテゴリー15 から除外したデリバ

ティブに関連する金融活動の説明につい

てのコメントである。いずれも本公開草案

の提案の方向性を支持するものの、本公開

草案の定める内容をより明確化するべき

とのコメントである。 

気候基準改正案第 56-2 項また書きの

「スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガ

ス排出に含めることとした金融活動」とす

る文言は、(i)ファイナンスド・エミッシ

ョンの測定及び開示の対象となる金融活

動及び(ii)第 56-2 項本文の適用後にスコ

ープ 3 カテゴリー15 の測定及び開示の対

象に含めることとした金融活動の両方を

含むことを意図している。また、この文言

により、IFRS S2 号第 29A 項を適用する場

合と整合的な結果となることを意図して

いる。この点、「上記において除外せず、」

の文言を追加することにより(ii)のみが

含まれるように読み取れることが懸念さ

れるため、追加しないこととした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

バティブは、ファイナンスド・エミッションの範囲外として例示されている。SSBJ

作成の「サステナビリティ開示基準の公開草案 『温室効果ガス排出の開示に対する

改正案』の概要」（4 頁 図表 1）では、デリバティブがファイナンスド・エミッショ

ンに含まれるよう図示されているが、全てのデリバティブがファイナンスド・エミ

ッションに含まれるわけではないという点の明確化を期待したい。 

 

気候基準改正案第 56-2 項また書きにお

ける「含めることとした金融活動に関連す

るデリバティブ」について、「含めること

とした」の対象がデリバティブではなく金

融活動であることを明確化すべきとする

点については、指摘を踏まえ、本公開草案

の表現を修正することとした。 

また、気候基準改正案第 56-3 項のまた

書き及び BC149-5 項において、説明すべき

は金融活動であることを明確化すべきと

する点についても、指摘を踏まえ、本公開

草案の表現を修正することとした。 

左記のコメントのうち(4)及び(5)につ

いては、ファイナンスド・エミッションに

含めるべきデリバティブに関して、将来的

に明確化されることを期待するコメント

であり、今後の参考とすることとした。 

同 上 本コメントは、スコープ 3 カテゴリー15 に関する限定措置・説明責任・小計開示につ

いて、国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）の制度設計思想（因果

構造）を SSBJ 基準に正確に写すことを目的とするものである。 

（1）第 56-2 項（範囲限定）の目的限定の明示 

本公開草案の提案の方向性を支持する

ものの、スコープ 3 カテゴリー15 に含め

る温室効果ガス排出の範囲に関する定め

修正案： 

56-2. スコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出を測定し開示するにあたり、ファ

イナンスド・エミッション以外の温室効果ガス排出について、カテゴリー15 から除外

することができる。 

また、上記において除外せず、スコープ 3 カテゴリー15の温室効果ガス排出に含める

こととした金融活動について、関連するデリバティブ（例えば、融資と紐付きのデリ

バティブなど）がある場合でもについて、当該デリバティブに係る温室効果ガス排出

をカテゴリー15 から除外することができる。 

56-3. 第 56-2 項に従いスコープ 3 カテゴリー15 から除外することとした温室効果ガ

ス排出がある場合、除外したスコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出に関連する

金融活動について、説明しなければならない。 

また、第 56-2 項また書きに従いカテゴリー15 から除外したデリバティブがある場合、

当該デリバティブに関連する金融活動及び何をデリバティブとして扱ったか（例えば、

関連する財務諸表の作成にあたり準拠した会計基準又は実務において、当該項目がデ

リバティブの定義を満たしているかどうか等）について、説明しなければならない。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ISSB は、IFRS S2 号第 29A 項において、スコープ 3に関する特定の開示要求を満たすた

めに開示を作成するという限定された文脈においてのみ、範囲限定を許容する構造を採っ

ている。 

これに対して、気候基準改正案第 56-2 項は、カテゴリー15の範囲限定およびデリバテ

ィブ除外を、独立した除外規定として配置している。この構造では、カテゴリー15 の一

般的定義そのものが恒久的に変更されたと誤読される余地が否定できない。 

したがって、第 56-2 項の冒頭に、「特定の開示要求を満たすために開示を作成するにあ

たり」という目的限定を明示すべきと考える。また、デリバティブ除外についても、「限

定措置の目的上」許容される付随的例外であることを、規定上、明確に位置づけることが

不可欠であると考える。 

 

について、ISSB 基準と表現をより整合さ

せるべきとのコメントである。 

気候基準改正案第 56-2 項は、同項の定

めを適用して開示される情報がIFRS S2号

第 29A 項の要求事項を適用した結果とし

て開示される情報と整合するように取り

入れたものであり、ISSB 基準と異なる定

めとする意図はない。この点、気候基準改

正案第 56-2 項の文言により誤解を招くと

は言えないと考えられるため、表現の修正

を行わないこととした。 

同 上 （2）第 56-3 項（説明責任）のトリガー設計 

ISSB は、IFRS S2 号第 29B 項において、限定措置を適用したという行為そのものを説明

責任の発生トリガーとしている。すなわち、「例外の行使」と「説明責任」を不可分の因

果関係として規定構造に埋め込んでいる。この因果関係が明示されているか否かは、当該

説明を「例外行使の代償」と理解できるかどうかに直接影響する。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

ものの、スコープ 3 カテゴリー15 から除

外した金融活動及び除外したデリバティ

ブに関連する金融活動に関する定めにつ

【修正文案（例）】 

56-2．企業は、スコープ 3 に関する特定の開示要求を満たすために開示を作成するに

あたり、スコープ 3 カテゴリー15の温室効果ガス排出について、次のいずれか又は両

方を適用することができる。 

(1) ファイナンスド・エミッション以外の温室効果ガス排出を、当該カテゴリーから

除外すること。 

(2) 前号の限定措置の目的上、一定のデリバティブに係る温室効果ガス排出を、当該

カテゴリーから除外すること。 



 

 10/23 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

これに対して、気候基準改正案第 56-3 項は「除外がある場合」を起点とするため、説

明義務が例外行使の結果なのか、単なる事実説明なのかが読み取りにくい。 

制度哲学の明確化という観点から、導入部は、「第 56-2 項の限定措置を適用した場合」

など、行為を主語とする書きぶりに改めることにより、例外行使と説明責任の因果関係を

一読で理解できる構造とすべきと考える。 

 

いて、ISSB 基準と表現をより整合させる

べきとのコメントである。 

気候基準改正案第 56-3項の「第 56-2 項

に従いカテゴリー15 から除外することと

した温室効果ガス排出がある場合」とする

表現は、第 56-2 項の定めを適用した結果

として除外することとした温室効果ガス

排出がある場合を意味しており、「企業が

第 29A 項における限定を適用する場合」と

する IFRS S2 号第 29B 項の要求事項との

間で、結果的な取扱いの差異は生じないと

考えられる。 

このため、左記のコメントについて、表

現の修正は行わないこととした。 

同 上 （3）第 56-4 項（小計開示）の条件付き義務化 

ISSB は、IFRS S2 号第 29C 項において、カテゴリー15 をスコープ 3 測定に含めた場合

に限り、小計開示を求める「条件付き義務」として設計されている。 

これに対して、気候基準改正案第 56-4 項は、条件が省略された一般義務のように読め

るため、カテゴリー15 を含めていない場合や、限定措置の結果として範囲を絞っている

場合に、実務上の混乱を招くおそれがある。基準最終化後に解釈補足や FAQ による事後的

な調整を要するリスクを低減する観点からも、規定上の明確化が重要である。 

誤読リスクを確実に低減するため、第 56-4 項についても、「カテゴリー15 をスコープ

3 測定に含めた場合」という条件を規定上、明示すべきと考える。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

ものの、ファイナンスド・エミッションの

小計に関する定めの内容をより明確化す

るべきとのコメント及び ISSB 基準と表現

をより整合させるべきとのコメントであ

る。 

SSBJ 基準では、ISSB 基準に含まれない

定めとして、スコープ 3温室効果ガス排出

をカテゴリー別に分解して開示すること

を定めている（気候基準第 55 項）。気候基

【修正文案（例）】 

56-3．企業が第 56-2 項の限定措置を適用した場合には、次の事項を開示しなければな

らない。 

(1) 当該限定措置において、どの金融活動をデリバティブとして取り扱ったか。 

(2) 当該限定措置の適用の結果として、スコープ 3カテゴリー15 から除外した温室効

果ガス排出の内容。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

 

準改正案第 56-4 項は、気候基準第 55項の

定めを踏まえて、スコープ 3 にカテゴリー

15 の温室効果ガス排出が含まれる場合に

適用される定めとなることを意図してい

ることから、表現の修正は行わないことと

した。 

また、このコメントが「カテゴリー15を

スコープ 3測定に含めた場合」という条件

が含まれていないことによって、あらゆる

場合においてファイナンスド・エミッショ

ンの小計の開示が要求されることを意味

する可能性を懸念する趣旨である可能性

も考えられるが、この点については、気候

基準 BC149項において、スコープ 3温室効

果ガス排出のすべてのカテゴリーが企業

に該当するわけではなく、すべてのカテゴ

リーを含める必要がないと決定する場合

があるとしているため、気候基準第 55 項

の定めを適用する際に、カテゴリー15 を

含めないとした場合には、気候基準改正案

第 56-4 項の小計の開示も求められないこ

とになると考えられる。 

【修正文案（例）】 

56-4．企業が、スコープ 3 の温室効果ガス排出の測定においてスコープ 3 カテゴリー

15 を含めている場合には、当該カテゴリー15 の温室効果ガス排出について、次の事

項を区分して開示しなければならない。 

(1) スコープ 3カテゴリー15 の温室効果ガス排出の合計 

(2) 前号の合計に含まれるファイナンスド・エミッションの小計 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

3) 生命保険の

引受に関連す

る排出に関し

て確認したい。 

以下の論点につき同意しない。 

＜論点＞ 

スコープ 3・カテゴリー15 における「保険の引受活動」の取扱いに関する理解について 

＜コメント＞ 

1．問題意識 

本公開草案では、スコープ 3・カテゴリー15 に関し、保険・再保険の引受やファシリテ

ーションに係る排出を、測定・開示の対象から除外した場合には、除外した活動に関して

説明するよう要求されている（気候基準改正案第 56-3 項）。しかしながら、生命保険を主

とする保険会社にとって「カテゴリー15 からの除外宣言」自体が、SSBJ 基準が前提とす

る概念構造と必ずしも整合しない可能性があると考えられることから、その点につき確認

させていただきたい。 

2．前提 

気候関連開示基準 55 項が参照するスコープ 3基準（2011年）においては、スコープ 3・

カテゴリー15（ファイナンスド・エミッションを除く）と生命保険の引受活動との関係に

ついて、明示的に整理されていない。 

また、本改訂案は IFRS S2 号と整合的な要求事項を採用しており、ISSB 基準において

明示されていない事項について、SSBJ として新たな解釈や定義を行わない方針であるこ

とは理解している。 

3．生命保険の特性を踏まえた実務上の課題 

 人の死亡・生存等を対象とする生命保険の引受は、スコープ 3 基準（2011 年）のカテ

ゴリー15 のスコープとなる排出源に関連する企業の事業活動、物的資産又はプロジェク

トを直接の対象とするものではなく、また、排出源への金融的関与という因果関係を見出

すことも困難である。 

スコープ 3 カテゴリー15 における保険

の引受活動の取扱いに関するコメントで

ある。 

気候基準改正案では、IFRS S2 号と整合

的な取扱いとなるように IFRS S2 号の要

求事項を取り入れることとしている点、及

び ISSB 基準において明示されていない事

項について、当委員会において独自の解釈

を行わない方針であることについて、左記

のコメントにある「2.前提」として記載い

ただいているとおりである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

 生命保険の引受活動がカテゴリー15 のスコープに含まれるか明確な整理が示されてい

ない状況であるため、生命保険の引受活動に係る温室効果ガス排出が「カテゴリー15 か

らの除外宣言」に該当するかが、実務上、企業ごとに判断や対応が分かれる可能性がある。 

4．本論点に係る確認事項 

 コメントは、カテゴリー15 の対象となりうる保険の引受活動について、SSBJ に新たな

解釈や定義を求めるものではない。上記が SSBJ 基準上明示されていないことを前提に、

生命保険の引受に関してカテゴリー15 からの除外宣言を実施するか否かについては、企

業ごとに判断が分かれ得るとの想定のもと、SSBJ 基準を適用することになるという理解

でよいかを確認するものである。 

（ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示に対するコメント） 

4) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

ファイナンスド・エミッションの産業別分類については、産業別分類を GICS の一択か

ら、気候移行リスクの理解に資する適切な産業分類へ柔軟化したことは、企業の戦略意思

決定に用いられている自社事業の分類と開示区分を適合させることが企業戦略にも有用

であり、企業への過度な負担の回避となることから今回の改正案に賛同いたします。 

開示情報利用者の利便性確保の観点では、主要な産業分類間での対応表の整備などが検

討されることを期待いたします。また、開示の質の担保の観点から、開示企業がどの産業

分類を採用したかという説明を開示されることや内部統制に耐える社内体制整備（ドキュ

メント化）を促すことも不可欠と考えます。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

左記のコメントで提案されている主要

な産業分類間での対応表については、今後

の参考にすることにした。 

産業分類システムの選択に関連する内

部統制の文書化の促進については、SSBJ基

準の範囲外であると考えられること、ま

た、ISSB 基準においても開示が求められ

ていないことから、本公開草案を修正しな

いこととした。 

5) 基準の文言

を修正すべき

である。 

商業銀行（C5 項）および保険（C6 項）における産業分類システムの選択に関する提案

について、結果としての情報同等性の観点から ISSB 基準との整合性を確実に担保するた

め、規定構造の修正が必要と考える。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

ものの、ファイナンスド・エミッションに

関する追加的な情報の開示に関する定め
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ISSB は、IFRS S2 号 B62A項および B63A 項において、産業分類システムの選択を、移行

リスクの理解という目的を起点とし、有用性を満たした場合に限り、比較可能性の観点か

ら一般的に用いられている分類を優先するという判断構造として示している。すなわち、

比較可能性は有用性を満たした後に初めて考慮される補助的な判断要素として位置づけ

られている。 

これに対し、本公開草案では、「一般的に用いられている産業分類システムを優先しな

ければならない」という独立した規範文が強い義務表現で置かれているため、比較可能性

に関する判断が、実務上は結論として前面に出る構造となっている。このため、公開草案

の文理上は有用性が先行すると読めるとしても、規範の重心は比較可能性側に傾く結果、

ISSB が意図する判断順序が実務上十分に担保されないおそれがある。 

具体的には、企業および保証業務の実務において、当該産業分類が移行リスクの理解に

どのように資するかという判断よりも、一般的に用いられている分類を採用しているかど

うかという外形的事実が主たる確認対象となりやすい。その結果、産業分類システムの選

択が、移行リスク分析の帰結として行われる判断ではなく、形式的な要件充足の確認とし

て処理されるおそれがある。 

以上を踏まえ、産業分類システムの選択については、比較可能性が有用性を満たした後

にのみ考慮される補助的判断要素であること、また、「他の条件が同じ場合に限り」一般

的な分類を優先するという判断構造が規定上明確に読み取れるよう修正することを要望

する。これは、SSBJ 基準に準拠した実務が、結果として ISSB 基準と同等の情報開示に収

斂することを確実にするために不可欠である。 

について、ISSB 基準と表現をより整合さ

せるべきとのコメントである。 

気候基準改正案 C5 項(5)及び C6 項(5)

では、産業分類システムの選択について、

気候関連の移行リスクに対するエクスポ

ージャーを理解するうえで主要な利用者

に有用な情報をもたらす産業分類システ

ムを選択することとし、仮に有用な情報を

もたらす程度を含む他の条件が同じであ

れば、比較可能性の観点から一般的に用い

られている産業分類システムを企業固有

の産業分類システムに優先して選択する

ことを意図している。また、この文言によ

り、IFRS S2号 B62A 項及び B63A 項を適用

する場合と整合的な結果となることを意

図している。この点、気候基準改正案の文

言により上記の趣旨は担保されると考え

られることから、表現の修正は行わないこ

ととした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

 

同 上 以下の論点につき同意しない。 

＜論点＞ 

ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

＜対象箇所＞ 

気候関連開示基準改正案第 C5(5)項、第 C6(5)項、第 BC166-2 項 

＜コメント＞ 

1．意見概要 

当会は、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示において、「産業

分類システムを選択し、その理由を説明する」という改訂案は、IFRS S2 号との整合性を

重視したうえで提案されたものだと理解している。 

ファイナンスド・エミッションに関する

追加的な情報の開示に関する定めについ

て、ISSB 基準と表現をより整合させるべ

きとのコメントである。 

気候基準改正案は、C5 項(5)及び C6 項

(5)並びに BC166-2 項に記載のとおり、

IFRS S2 号と整合的に、企業が用いる産業

分類システムを決定するにあたっては、主

要な利用者に有用な情報をもたらす産業

分類システムを選択することとし、仮に有

用な情報をもたらす程度を含む他の条件

が同じであれば、比較可能性の観点から一

【修正文案（例）】 

C5．（略） 

(5) C5 項(1)②及び(2)①に従い、ファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグ

ロス・エクスポージャーを産業別に分解するにあたっては、気候関連の移行リスクに

対するエクスポージャーを一般目的財務報告の利用者が理解するうえで有用な情報

をもたらす方法で相手方を産業別に分類することができる産業分類システムを用い

なければならない。 

そのうえで、当該有用性を満たす産業分類システムが複数存在し、他の条件が同じ

である場合には、比較可能性を高める観点から、一般的に用いられている産業分類シ

ステムを優先して選択しなければならない。 

なお、（略） 

（注）保険（C6 項(5)）についても、同趣旨で同様の修正を行う。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

一方で、一般に用いられている「既存」の産業分類システムの使用が前提とされた場合、

IFRS S2 号が採用する原則ベースの基準が、運用面で過度に硬直化する恐れがあるとの問

題意識を有している。 

本コメントは、IFRS S2号の改訂内容を踏またうえで、産業分類システムの選択に関す

る実務上の留意点について意見を述べるものである。 

2．IFRS S2号の理解 

（1）産業分類システムの「選択」に関する要求事項の構造 

IFRS S2 号は、報告企業の移行リスクへのエクスポージャーを利用者が理解できるよ

う、ファイナンスド・エミッションを相手方の産業別に分解して開示することを要求して

いる。その際、報告企業が選択（select）する産業分類システムについて、企業固有の分

類システム（entity-specific system）よりも、一般に用いられている分類システム

（commonly used system）の方が情報の比較可能性をサポートする可能性が高いとされ

ている。また、一般に用いられている分類システムが、気候関連の移行リスクへのエクス

ポージャーに関する有用な情報を提供することを可能とする場合、他の条件が同じであれ

ば、報告企業は一般に用いられている分類システムを優先（prioritise）しなければなら

ないとされている。（IFRS S2 B62A(a)(i) および B63A(a)(i)） 

（2）「企業固有の分類システム」の位置付け 

上記のとおり、IFRS S2号は、産業分類システムの選択にあたり、一般に用いられてい

る分類システムを優先すべきと明記しているものの、選択対象となる特定の産業分類シス

テムを列挙しておらず、また、「既存の分類システムのみ」が選択対象になるとも記載し

ていない。(1）に記載の IFRS S2 号の記述を踏まえれば、気候関連移行リスクへのエクス

ポージャーに関する有用な情報をより提供できる場合、企業固有の分類システムが選択対

象となることを示唆していると理解できる。言い換えると、IFRS S2号が示している「一

般に用いられている分類システムを優先する」という考え方は、比較可能性を高めるため

般的に用いられている産業分類システム

を企業固有の産業分類システムに優先し

て選択することとしている。 

この点、「既存の分類システムのみが選

択対象になる」ことが前提となるとの誤解

が生じるとのコメントを踏まえ、表現の一

部を修正することとした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

の方向性を示したものであり、「既存の分類システムのみが選択対象になる」という前提

条件を示したものではないと理解できる。 

3．企業のリスク管理の実態との整合性 

企業がファイナンスド・エミッションに関連する移行リスクを管理するにあたっては、

排出量の水準、規制・技術の変化、投融資ポートフォリオにおける重要性といった観点か

ら、重要性の高い分野を重点的に管理し、影響が限定的な分野を集約するといった分類が

なされることも考えられる。このような分類は必ずしも既存の産業分類システムの区分と

一致するとは限らないが、利用者にとっては、企業がどこに重要な移行リスクを認識して

いるか、どの単位でリスクを管理しているかといった実態を理解する上で有用な情報とな

り得る。 

一方で、既存の産業分類システムの使用が実務上の前提条件として固定された場合、リ

スク管理の実態と乖離した「開示のための分類」に従った情報が開示される恐れがある。

言い換えれば、既存の分類システムの使用を強制することにより、利用者は産業分類の項

目という比較可能性を確保することと引き換えに、経営陣が実際に使用しているリスク管

理上のフレームワークという貴重な情報を放棄することになる可能性がある。 

4．海外子会社を含む企業グループの実務への影響 

ファイナンスド・エミッションは、実務上、海外子会社による海外投融資先を含め、企

業グループ全体で把握・開示されることがある。 

このような状況において、比較可能性のみを理由として、国内市場で一般的に用いられ

ている既存の分類を海外子会社の投融資先にまで一律に適用することとなった場合、当該

分類システムが現地の産業構造や規制環境、移行リスクの把握単位、グループ内のリスク

管理実態と整合しない可能性がある。その結果、海外子会社に係るファイナンスド・エミ

ッションについて、実際のリスク管理と乖離する可能性がある。 

5．SSBJ の審議過程における本論点に対する認識 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

IFRS S2 号の改訂に際し、SSBJが ISSB に提出したコメントレターにおいては「企業は

よく知られている産業分類システムの 1 つを選択することになり、企業が独自に産業分

類を開発するわけではない」との想定が示されている（6/23 SSBJ コメントレター18項）。

また、10 月 23 日に開催された第 58回 SSBJ 委員会において、企業独自の産業分類システ

ムが使用されることについては明確に否定されている。 

本公開草案の条文自体は IFRS S2 号と整合的に記載されていることから、企業独自の

分類システムは明示的に禁止されていないと理解しているが、上記のような SSBJ の審議

過程における認識が今後も引き継がれ、SSBJ 基準改訂における暗黙の前提として固定化

された場合、本来 IFRS S2 号にて想定されていた柔軟性が十分に発揮されない恐れがあ

る。 

6．提案 

以上を踏まえ、当会としては、一般に用いられている既存の産業分類を使用すること自

体を否定するものではないものの、それを前提条件として固定するのではなく、IFRS S2

号 B62A(a)(i)および B63A(a)(i)が示すとおり、ファイナンスド・エミッションの産業分

類においては、移行リスクへのエクスポージャーの理解に資するか否かという原則を重視

し、報告企業には IFRS S2 号と同様のオプションが確保されているということについて

誤解が生じないようにすることが望ましいと考える。ついては、気候基準 C5（5）項、C6

（5）項を、IFRS S2 号（IFRS S2 B62A(a)(i) および B63A(a)(i)）と整合的に修正するこ

とを提案する。（下線は追記箇所） 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

 

7．最後に 

本意見は、SSBJ 基準と ISSB 基準との整合性を確保することを目的として、ISSB 基準が

採用する原則ベースの仕組みを、SSBJ 基準の実装段階で過度に硬直化させることのない

よう整理をお願いするものである。本公開草案が、多様な事業構造・リスク管理実態を有

する企業にとって、また、利用者にとって、有用な情報提供につながる基準となることを

期待する。 

6) ハンドブッ

ク等を提供す

べきである。 

同意する。ただし、本公開草案を適用する企業における円滑な適用を実現する観点から

以下の点について検討していただきたい。 

1．産業分類システムの選択に関するガイダンスの提供について（気候基準案 C5 項(5)） 

ファイナンスド・エミッションの産業別分解において、「他のすべての条件が同じであ

れば、一般的に用いられている産業分類システムを選択することを優先する」との要求事

項について、何が「一般的に用いられている」システムであるかについて、ハンドブック

等において例示を示すことを検討していただきたい。 

（理由） 

本公開草案では、世界産業分類基準（GICS）の使用要件が削除され、企業は気候関連の

移行リスクに対するエクスポージャーを理解するうえで有用な情報をもたらす産業分類

本公開草案の提案の方向性を支持する

ものの、主要な利用者に有用な情報をもた

らす程度を含む他の条件が同じである場

合において、企業固有の産業分類システム

に優先して選択することが求められる一

般的に用いられている産業分類システム

について、SSBJ ハンドブック等で例示を

示すことを要望するコメントである。 

SSBJ ハンドブック等を作成するかどう

かについては、当委員会事務局のリソース

「（前略）相手方を産業別に分類することができる産業分類システムを用いなければな

らない。同じ産業又は法域で事業を営む企業などが共通して使用している産業分類シ

ステム（一般的に用いられている産業分類）は、特定の企業のみが使用している産業

分類システム（企業固有の産業分類システム）より、情報の比較可能性を向上させる

可能性がある。産業分類システムの選択にあたり、他のすべての条件が同じであれば、

一般的に用いられている産業分類システムを選択することを優先しなければならな

い。」 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

システムを選択できることが提案されている。その際、気候基準案 C5項(5)において「他

のすべての条件が同じであれば、一般的に用いられている産業分類システムを選択するこ

とを優先しなければならない」とされているが、何をもって「一般的に用いられている」

とするかの判断基準が明確ではない。 

情報の比較可能性を高めるという本要求事項の趣旨には同意するが、実務上、企業は「何

が一般的に用いられているシステムか」という質問に直面することが予想される。特に、

初年度適用企業にとっては他社の開示事例が限られているため、各社がそれぞれ他社の動

向を調査することを強いられ、かえって非効率となる可能性がある。 

商業銀行や保険会社が用いる可能性のある産業分類システムについて、ハンドブック等

において例示を示すことで、企業が適切な産業分類システムを選択する際の参考となり、

開示の質の向上と比較可能性の確保に資すると考える。 

及び優先順位等を踏まえて検討すること

とした。 

（「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」の使用に対する法域の救済措置に対するコメント） 

7) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

特に日本においては、温対法における SHK 制度が広く普及していること、多くの日本企

業からも同制度に基づく温室効果ガス排出量のデータの活用の要望があったことを踏ま

えると、日本企業の開示負担の軽減につながる措置である点、評価いたします。 

投資家の立場としては、同制度に基づく温室効果ガスは国内のみで、グローバル対応で

はないこと、算出期間も会計年度とはずれが生じることから、データの比較可能性の観点

からはネガティブに働くなどの懸念もありますが、どの程度の温室効果ガスが GHG プロ

トコルや SHK 制度に基づいているかといった比較情報も推奨されていることを踏まえれ

ば比較可能性についても一定程度確保される点、評価しています。一方で、投資家として

は概算でも構わないので両制度に基づく排出量の乖離の情報開示は有用と考えています

ところ、努力義務的な位置付けで、こうした情報の開示物への記載について検討がなされ

ることを期待しています。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

左記のコメントで提案されている両制

度に基づく排出量の乖離に関する情報に

ついては、任意の参考情報として開示する

ことは妨げられず、また、ISSB 基準におい

て定めのない努力義務を定めることは、

ISSB 基準を超えることとなるため、本公

開草案を修正しないこととした。 



 

 21/23 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

8) 基準の文言

を修正すべき

である。 

本公開草案の ISSB による IFRS S2号の修正への対応として、SSBJ 基準を改正する改正

案の主な内容については基本的に同意する。ただし、一定の場合に「温室効果ガスプロト

コルの企業算定及び報告基準（2004 年）」とは異なる方法を使用することができるとする

定め（法域の救済措置）の適用範囲について次の意見がある。 

法域の救済措置の適用範囲について、気候基準改正案第 49 項ただし書きにおいては、

「企業の全部又は一部に対して」とされている。これに対し、気候基準改正案 BC130-2 項

においては、「報告企業全体のみならず、グループ内の一部の企業」と記載されている。

この点、IFRS S2 号の修正よりも適用範囲が限定されていると解釈される可能性があるた

め、IFRS S2号の修正と整合的となるよう、気候基準改正案 BC130-2項の当該記載の見直

しを検討いただきたい。 

（理由） 

IFRS S2 号の修正では BC97B 項において、以下の下線部分が記載されており、法域の救

済措置の適用範囲は必ずしも「報告企業に含まれる特定の企業」の単位に限定されていな

い（すなわち、報告企業に含まれる特定の支店や資産の単位でも法域の救済措置が適用可

能であることが意図されている。）。 

 

本公開草案の提案の方向性を支持する

ものの、「GHG プロトコル（2004 年）」の使

用に対する法域の救済措置に関する定め

について、ISSB 基準と表現をより整合さ

せるべきとのコメントである。 

気候基準改正案では、法域別の救済措置

の適用範囲を「報告企業に含まれる特定の

企業」の単位に限定することは意図してお

らず、IFRS S2 号第 29 項(a)(ii)と同じ表

現を用いることで、同項を適用する場合と

整合的な結果となることを意図している。 

気候基準改正案 BC130-2 項の表現では、

この点が明確ではない可能性があるため、

表現の一部を修正することとした。 

IFRS S2 号の修正 BC97B項 

In response to this application challenge, the ISSB decided to clarify that 

the jurisdictional relief set out in paragraphs 29(a)(ii) and B24 of IFRS S2 

applies to an entity, either in whole or in part. 

（中略） 

By referring to ‘part’ of an entity, the amended requirement allows an 

entity to apply the jurisdictional relief to various parts of an entity, 

including a subsidiary, a branch or a particular asset (such as an 

energy‑production facility). 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

一方、気候基準改正案 BC130-2 項においては「グループ内の一部の企業」と記載されて

おり、法域の救済措置の適用範囲が「報告企業に含まれる特定の企業」の単位に限定され

ているように思われる。 

そのため、IFRS S2 号の修正と整合的となるよう、気候基準改正案 BC130-2 項に IFRS 

S2 号の修正 BC97B 項と同様の記載を追加するか、もしくは「グループ内の一部の企業等」

とするなど、記載の見直しを検討いただきたい。 

（地球温暖化係数についての法域の救済措置に対するコメント） 

9) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

温対法における SHK 制度が普及している日本企業にとり温室効果ガスを異なる GWP で

再計算をすることは二度手間であり、負担を軽減するという観点で歓迎すべき改正案と考

えています。投資家の立場としては、異なる GWPで計算された排出量の乖離の情報開示は

有用と考えていますところ、努力義務的な位置付けで、概算でも構わないのでそうした乖

離の情報が開示物に掲載されることへの検討を期待しています。また、こうした状況の改

善策として、近い将来、SHK 制度の GHG プロトコルへの整合性向上がなされることも期待

しています。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

左記のコメントで提案されている異な

る地球温暖化係数で計算された排出量の

乖離に関する情報については、任意の参考

情報として開示することは妨げられず、ま

た、ISSB 基準において定めのない努力義

務を定めることは、ISSB 基準を超えるこ

ととなるため、本公開草案を修正しないこ

ととした。 

なお、SHK 制度の GHG プロトコルへの整

合性向上に関する左記のコメントついて

は、SHK 制度の枠組みを所管する環境省に

伝える。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

質問 3 （適用時期等に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

1) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

同 上 同意いたします。開示基準を変更する企業には比較情報の開示も推奨されているので、

投資家にとっての比較可能性も一定程度は確保されると思われるためです。  

同 上 

質問 4 （SSBJ 基準の初めての改正に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

1) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

質問 5 （その他） 

（用語及び定義に対するコメント） 

1) 基準の文言

を修正すべき

である。 

気候基準改正案 BC8-5項 

文章中に「SSBJ 基準」という用語が使用されていますが、定義していない用語ではな

いでしょうか。代替案として、適用基準改正案第 4 項(9)および気候基準改正案第 7項(8)

で定義されている「サステナビリティ開示基準」を使用することが適当であると考えま

す。 

左記のコメントを踏まえ、気候基準改正

案 BC8-5 項の表現を修正することとした。 

 

以 上 
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